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【 一般会計：７０億９,４００万円 】

【 特別会計：３７億８,５００万円 】

【 公営企業会計：１０億３,０００万円 】

7,094,000 7,205,000 △ 111,000 △ 1.5

3,785,285 3,792,498 △ 7,213 △ 0.2

　国民健康保険 1,733,886 1,787,051 △ 53,165 △ 3.0

　介護保険 1,672,136 1,624,640 47,496 2.9

　後期高齢者医療 379,263 380,807 △ 1,544 △ 0.4

1,029,791 1,029,654 137 0.0

11,909,076 12,027,152 △ 118,076 △ 1.0

　 予算の規模　

（単位：千円）

会　計　区　分
令和７年度
予　算　額

令和６年度
予　算　額

増 減 額 増減率(%)

一　般　会　計

特　別　会　計

公 営 企 業 会 計
（下水道事業）

計

※公営企業会計（下水道事業）の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額です。

一般会計の予算額は７０億９,４００万円で、前年度に比べ１億１,１００万円減額（１.５％

減）となっています。
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一般会計 国民健康保険 介護保険 後期高齢者医療 下水道事業

（単位：百万円）

当初予算額の推移

特別会計の予算額は３７億８,５００万円で、前年度に比べ７００万円減額（０.２％減）と

なっています。

　下水道事業会計の予算額は１０億３,０００万円で、前年度と同規模となっています。
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【款別歳入内訳】
（単位：千円）

 町税 1,793,572 1,732,570 61,002 3.5
個人町民税 23,444、法人町民税 45,324
固定資産税 △7,613

 分担金・負担金 71,633 204,523 △ 132,890 △ 65.0 平生町負担金 △127,398

 使用料・手数料 60,503 60,026 477 0.8

 財産収入・寄附金 71,674 61,542 10,132 16.5
土地売払収入 17,712
ふるさと寄附金 △9,522

 繰入金 189,750 176,872 12,878 7.3
財政基金繰入金 10,000
減債基金繰入金 5,319

 繰越金 10,000 10,000 0 0.0

 諸収入 110,074 109,031 1,043 1.0
派遣職員人件費負担金（水道企業団） 26,789
高齢者保健・介護予防一体的実施委託料 4,019
Ｂ＆Ｇ財団助成金 △30,000

自主財源計 2,307,206 2,354,564 △ 47,358 △ 2.0

 地方譲与税 58,684 58,168 516 0.9 森林環境譲与税 516

 利子割交付金 1,000 1,000 0 0.0

 配当割交付金 10,000 9,000 1,000 11.1

 株式等譲渡所得割交付金 10,000 7,000 3,000 42.9

 法人事業税交付金 23,000 22,000 1,000 4.5

 地方消費税交付金 350,000 300,000 50,000 16.7

 環境性能割交付金 8,000 6,000 2,000 33.3

 地方特例交付金 18,500 16,500 2,000 12.1
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特
別交付金 2,000

 地方交付税 2,330,000 2,280,000 50,000 2.2 地方財政計画による

 交通安全対策特別交付金 917 952 △ 35 △ 3.7

 国庫支出金 1,157,756 680,380 477,376 70.2
デジタル基盤改革支援補助金 224,816

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 54,133
児童手当負担金 70,035

 県支出金 537,937 498,336 39,601 7.9
選挙委託金（参議院議員・県知事）26,469
介護・訓練等給付費負担金 19,684

 町債 281,000 971,100 △ 690,100 △ 71.1
飲料水供給施設整備事業債 △92,100
社会教育施設整備事業債 △561,200

依存財源計 4,786,794 4,850,436 △ 63,642 △ 1.3

　
歳　入　合　計 7,094,000 7,205,000 △ 111,000 △ 1.5

　 歳入の状況（一般会計）　

歳　入　区　分
令和７年度
予　算　額

(A)

令和６年度
予　算　額

(B)

増減額
(A)－(B)

増減率
(%)

主な増減理由

　町税は、個人・法人町民税の増収などを見込み、６千１百万円の増額としています。分担

金・負担金は、学校給食事務受託に伴う給食センター設備整備事業に対する平生町負担金の減

などにより、１億３千３百万円の減額としています。繰入金は、財政基金や減債基金からの繰

入の増により、１千３百万円の増額を見込んでいます。自主財源全体では、４千７百万円の減

額を見込んでいます。

　地方交付税は、地方財政計画により５千万円の増額としています。国庫支出金は、情報シス

テムの標準化・共通化に係るデジタル基盤改革支援補助金などにより、４億７千７百万円の大

幅な増額を見込んでいます。町債は、麻里府公民館移転整備事業の財源とした社会教育施設整

備事業債の皆減などにより、６億９千万円の大幅な減額としています。依存財源全体では、６

千４百万円の減額を見込んでいます。
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【性質別歳出内訳】
（単位：千円）

　人件費 1,360,933 1,229,498 131,435 10.7 水道企業団派遣職員 26,789

　扶助費 1,294,163 1,102,683 191,480 17.4
物価高騰対応重点支援給付金（調整給付）41,560
介護・訓練等給付費 38,927
児童手当給付費 57,880

　公債費 543,933 566,088 △ 22,155 △ 3.9

3,199,029 2,898,269 300,760 10.4

　普通建設事業費 363,733 1,346,454 △ 982,721 △ 73.0

　補助 182,167 137,165 45,002 32.8 尾津漁港海岸保全事業 40,490

　単独 181,566 1,209,289 △ 1,027,723 △ 85.0
大平飲料水供給施設整備事業 △102,100
麻里府公民館移転整備事業 △562,860
給食センター設備整備事業 △233,577

　災害復旧事業費 6,825 6,825 0 0.0

370,558 1,353,279 △ 982,721 △ 72.6

　物件費 1,247,176 787,141 460,035 58.4
情報システム運用管理費（標準化・共通化含む） 
329,527
道路橋梁点検 55,000

　維持補修費 28,689 32,021 △ 3,332 △ 10.4

　補助費等 1,421,093 1,307,209 113,884 8.7
周東環境衛生組合負担金 98,222
光地区消防組合負担金 30,521

　積立金 20,144 19,146 998 5.2

　投資及び出資金・貸付金 27,477 27,541 △ 64 △ 0.2

　繰出金 764,834 765,394 △ 560 △ 0.1

　予備費 15,000 15,000 0 0.0

3,524,413 2,953,452 570,961 19.3

7,094,000 7,205,000 △ 111,000 △ 1.5

　 歳出の状況（一般会計）　

義務的経費計

投資的経費計

その他の経費計

歳　出　合　計

歳　出　区　分
令和７年度
予　算　額

(A)

令和６年度
予　算　額

(B)

増減額
(A)－(B)

増減率
(%)

主な増減理由

　人件費は、給料表の改定、水道企業団派遣職員給与費の計上、会計年度任用職員への勤勉手

当の支給開始などにより、１億３千１百万円の増額を見込んでいます。扶助費は、物価高騰対

応重点支援給付金（調整給付）や前年度１０月分から拡充された児童手当給付費の通年化など

により、１億９千１百万円の増額を見込んでいます。

　普通建設事業費は、補助事業では、尾津漁港海岸保全事業などにより、４千５百万円の増額

を見込み、単独事業では、麻里府公民館移転整備事業費や給食センター設備整備事業費の減な

どにより、１０億２千８百万円の大幅な減額見込みとなっています。

　物件費は、情報システムの標準化・共通化などにより、４億６千万円の大幅な増額を見込ん

でいます。補助費等は、周東環境衛生組合負担金の増などにより、１億１千４百万円の増額を

見込んでいます。
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【歳入・歳出グラフ（構成割合）】

人件費
19.2%
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総額　70億9,400万円

歳 出

歳 入
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　 基金と町債の状況　

1,011,896 980,604 878,891 903,468 726,897

26,169 26,170 26,171 36,809 31,497

409,046 394,910 373,421 383,407 395,684

1,447,111 1,401,684 1,278,483 1,323,684 1,154,078

臨時財政対策債 2,429,208 2,221,642 1,974,326 1,740,632 1,524,380

その他 2,843,715 3,194,544 3,213,685 3,804,461 3,795,626

小計 5,272,923 5,416,186 5,188,011 5,545,093 5,320,006

公営企業会計 下水道事業債 4,569,191 4,443,741 4,268,374 4,162,353 4,097,688

9,842,114 9,859,927 9,456,385 9,707,446 9,417,694

※その他特定目的基金は、公共施設整備基金、地域福祉基金、森林環境基金、国営農地再編整備事業負担金支払基金です。

【用語解説】
○ 財政基金は、年度間の財源の不均衡を調整するための基金です。
○ 減債基金は、町債の償還を計画的に行うため、資金を積み立てる目的で設けられた基金です。
○ 公共施設整備基金は、公共施設整備の経費に充てる基金です。
○ 地域福祉基金は、高齢者保健福祉の増進を図るための基金です。
○ 森林環境基金は、森林環境整備や木材利用の促進及び普及啓発活動等に資する施策に充てる基金です。
○ 国営農地再編整備事業負担金支払基金は、国営農地再編整備事業負担金として、町が支払う負担金に充てる基金です。
○ 臨時財政対策債は、地方交付税の代替財源として発行する地方債です。元利償還金相当額が、後年度に普通交付税で全額
 　措置されます。

（単位：千円）

財政基金

減債基金

その他特定目的基金

計

計

※町債残高は予算計上年度の残高で、５年度末は繰越分があるため見込み額です。
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７年度末
（見込み）
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金
残
高

町
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残
高

一般会計
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　　　　　　　　　令和７年度 主な施策の概要
新 ･･･新規事業 拡 ･･･拡充事業

※第６次田布施町総合計画の基本計画に基づいて記載しています。

Ⅰ 子どもたちの未来が輝くまちづくり

　出会い・結婚・出産しやすい環境づくり 新 妊婦のための支援給付金・妊婦等包括相談支援等

…健康保険課…結婚新生活の応援 9,591千円

…企画財政課…
　財源：国 8,541千円 県 272千円 町 778千円

3,000千円

　財源：県 1,500千円 町 1,500千円

産前・産後サポートと産後ケア

…健康保険課… 1,373千円 乳幼児健康診査

　財源：国 685千円 県 187千円 町 501千円
…健康保険課… 2,910千円

　財源：国 210千円 町 2,700千円

　子育て支援の充実

新 こども家庭センターの設置

…町民福祉課… 5,746千円

　財源：国 3,830千円 県 957千円 町 959千円

　新婚世帯が安心して子を産み育てられるよ

う、婚姻に伴う住宅取得費用、住宅賃借費用

又は引越し費用など、新生活に必要な費用に

対して30万円を上限（夫婦共に29歳以下の場

合は、60万円を上限）に支援を行っています。

　多胎や家族などから支援を受けにくい妊娠

期から産後１年未満の妊産婦を対象として、

産前・産後サポーターを派遣します。

　また、産後ケアとして、体調不良や育児の

不安がある産婦に対し、産科医療機関による

「宿泊型」又は「通所型」での支援、助産師

による「訪問型」での

支援を行っています。

　妊婦のための支援給付（妊婦の認定後５万

円、妊娠しているこどもの数×５万円）を行

うとともに、妊婦やその配偶者等に対し、情

報提供（母子アプリなど）や相談等の伴走型

支援を行います。

　また、自宅等から最寄りの分娩取扱施設ま

で概ね60分以上移動時間を要する妊婦に対し、

交通費と宿泊費を支援します。

　乳幼児の健康診査を実施しています。

　・１か月児健診 　・３か月児健診 

　・７か月児健診 　・１．６歳児健診　

　・３歳児健診

　すべての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一

体的に切れ目のない相談支援等を行う「こど

も家庭センター」を、町保健センター内に設

置します。
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新 子育て世帯訪問支援 児童手当

…町民福祉課… …町民福祉課…324千円 247,440千円

　財源：国 108千円 県 108千円 町 108千円 　財源：国 200,233千円 県 23,573千円
　　　　町 23,634千円

医療費の負担軽減
おむつ定期便

…町民福祉課…
…町民福祉課… 127,662千円

4,084千円
　財源：県 30,643千円 その他 12,493千円 
　　　　町 84,526千円　財源：町 4,084千円

子ども家庭総合支援拠点の運営

…町民福祉課… 1,505千円

　財源：町 1,505千円

地域子育て支援センターの運営

…町民福祉課… 10,772千円

　財源：国 3,591千円 県 3,591千円 町 3,590千円

　次代の社会を担う児童の健やかな成長に資

するため、児童手当を支給しています（高校

生まで。所得制限なし。第３子以降３万円）。

　たぶせ保育園に隣接して開設している「子

育て支援センターおんとも」では、子育てサ

ークルの開催や、育児相談、育児講座など、

子育て家庭への様々な支援を行っています。

運営する社会福祉法人に対して、費用の一部

を補助しています。

　安心して医療を受けられるよう、ひとり親

家庭、重度心身障がい者、乳幼児（就学前ま

で）、子ども（小学生から高校生まで。所得

制限なし）の医療費の健康保険適用分を対象

者に助成しています。

　・ ひとり親家庭医療　　 　　6,359千円

　・ 重度心身障がい者医療　　65,862千円

  ・ 乳幼児医療　　　　　　　14,505千円

  ・ 子ども医療　　　　　　　40,936千円
　平生町と共同で運営している「子ども家庭

総合支援拠点」（事務室：平生町福祉センタ

ー）では、地域の子どもや家庭での子育てに

ついて、相談支援、生活援助（食料支援、食

事支援）を行っています。 また、交流スペ

ース開放し、毎月３回イベントを開催してい

ます。

　満１歳になるまでの子どもを養育する世帯

に、地域子育て支援センター「おんとも」に

おいて定期的におむつを無償で配布するとと

もに、必要に応じて育児相談につなげます。

　家事・子育て等に対して不安・負担を抱え

た子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等が

いる家庭を支援員が訪問し、家事・子育て等

の支援を実施します。
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　保育・幼児教育の充実 病児・病後児保育

…町民福祉課…保育所等の運営・サービス（第２子以降無償化） 667千円

…町民福祉課…
　財源：町 667千円

449,208千円
　財源：国 148,230千円 県 78,023千円 
　　　　その他 20,116千円 町 202,839千円

　学校教育の充実

きめ細かな教育環境づくり

…学校教育課… 19,513千円

　財源：町 19,513千円

放課後児童クラブの運営 外国語教育の推進

…町民福祉課… …学校教育課…51,675千円 6,707千円
　財源：国 15,241千円 県 15,241千円
　　　　その他 5,952千円 町 15,241千円

　財源：町 6,707千円

理科振興備品の計画的な整備

…学校教育課… 2,918千円

　財源：国 1,450千円 町 1,468千円

　学力の基礎・基本を確実に定着させ、個性

や創造性を最大限に伸長できるよう、補助教

員を小中学校に配置し、きめ細かな学習指導

を行う環境を整えます。

　就労等で昼間保護者のいない小学校の児童

に対して放課後の適切な遊び場・生活の場を

提供し、健全な児童の育成を図ります。

　[児童クラブ一覧]

　城南児童クラブ

　麻郷児童クラブ１組・２組

　田布施西児童クラブ１組・２組

　東田布施児童クラブ１組・２組

　病気中や病気の回復期で集団生活が困難な

子どもを町外の専用施設が預かる場合、その

経費の一部を負担しています。

　外国語教育の推進や国際理解教育の充実を

図るため、外国語指導助手を小中学校へ派遣

しています。

　理科教育の振興のため、学習指導要領に沿

って重点的に整備が必要とされる備品を小中

学校に計画的に整備していきます。

　７年度は、小学校に気体採取器セット、中

学校に直流交流電源装置などを整備します。

　公立保育園を運営するとともに、私立保育

園や認定こども園、幼稚園、小規模保育等に

対して財政支援を行っています。

　また、幼稚園や認定こども園での預かり保

育や認可外保育施設などを利用する場合、そ

の利用料を無償化しています（上限あり）。

（第２子以降の３歳未満児の保育料の無償化）

　保育園、認定こども園又は認可外保育施設

等における第２子以降の３歳未満児の保育料

について、所得制限を設けず、

無償化しています。
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新 小学校水泳指導を専門の事業者が担当 　健やかな育ちへの支援

…学校教育課… 3,043千円 新 部活動指導員の配置

　財源：町 3,043千円
…社会教育課… 1,623千円

　財源：県 1,081千円 町 542千円

学校・家庭・地域連携協力の推進

…社会教育課… 2,296千円

　財源：県 1,530千円 町 766千円

学校給食費の無償化

…学校教育課… 50,460千円

　財源：国 48,070千円 町 2,390千円

拡 給食センターの運営・整備（給食事務の受託）

…学校教育課… 110,737千円

　財源：その他 50,382千円 町 60,355千円

　物価高騰対策として、影響を大きく受けて

いる小中学生の保護者の負担を軽減するため、

町内の小中学校における７年度の学校給食費

を無償化します。

　放課後や週末、長期休業中に、安全・安心

な子どもの居場所を設けるため、地域住民の

参画も得て、学習や文化芸術活動、自然体験

活動など様々な活動を行っています。

　また、家庭教育支援員を配置し、家庭教育

の向上を図るとともに、学校と地域のつなぎ

役として地域学校協働活動推進委員を配置し

ています。

　昨年度から開始した「ふれあい活動」につ

いては、１泊２日の野外活動を行う予定です。

・各放課後子ども教室

　　 東田布施ＰＴＣＡ金声塾

　　 西の寺子屋

　　 城南こころ教室

　　 成器塾

・たぶせ少年少女合唱団

・たぶせ天体教室

・たぶせキッズ教室 など

　老朽化が著しい各小学校のプールを廃止し、

スポーツセンター屋内プールへの移行を計画

的に行っており、７年度の東田布施小学校・

城南小学校の移行で、すべての小学校の移行

が完了します。

　これに合わせ、指導の質の向上、安全性の

確保、教員負担の軽減を図るため、小学校の

水泳授業を専門性を持った民間事業者に委託

します。

　７年９月から平生町の学校給食事務を受託

することに伴い、平生小学校及び平生中学校

への給食提供に必要な業務の見直し、食器類

・調理用備品・配送車などの整備を行います。

　子どもたちがスポーツに親しむ機会の確保、

学校の働き方改革の推進等のため、７年度は、

教員に代わる指導・運営や大会引率等を担う

部活動指導員を配置します。
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Ⅱ 健康で健やかなまちづくり

　地域福祉の充実 介護予防・日常生活支援総合事業

…健康保険課…民生委員・児童委員の活動補助 51,148千円

…町民福祉課…
　財源：国 15,289千円 県 6,393千円 
　　　　その他 13,810千円 町 15,656千円5,734千円

　財源：県 2,866千円 町 2,868千円

無料法律相談の実施

…町民福祉課… 180千円

　財源：町 180千円

　高齢者福祉の推進

介護サービスの充実

…健康保険課… 1,513,529千円
　財源：国 350,365千円 県 223,163千円 
　　　　その他 408,652千円 町 531,349千円

　介護保険は、高齢者の介護の負担を家族だ

けでなく社会全体で支える制度です。

　寝たきりや認知症などで常に介護を必要と

する状態（要介護）になったときや、日常生

活に支援が必要 （要支援）になったときな

ど、状況に応じて保健・医療・福祉のサービ

スを総合的に受けることができます。

　介護予防・日常生活支援総合事業には、要

支援の人及び簡易的な判定により支援が必要

と認められた人を対象とする「介護予防・生

活支援サービス事業」と、６５歳以上の全高

齢者及びその支援を行う人を対象とする「一

般介護予防事業」があります。

■介護予防・生活支援サービス事業

　高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で暮

らせるよう、サービス等を提供しています。

○訪問型サービス

○通所型サービス

○介護予防ケアマネジメント

■一般介護予防事業

　高齢者が積極的に介護予防活動に参加でき

るような環境づくり、また、専門職などによ

り介護予防に関する知識の情報提供を行い、

介護予防に役立つ自主的な地域活動の育成・

支援を推進しています。

○対象者把握事業

○介護予防普及啓発事業

○地域介護予防活動支援事業

※「いきいき百歳体操」などを活用し、住民

主体の介護予防活動を育成・支援。

○一般介護予防事業評価事業

○地域リハビリテーション活動支援事業

　民生委員は、それぞれの地域において、住

民からの相談に応じ、必要な援助等を行って

います。児童委員は、子どもたちを見守り、

子育ての不安や妊娠中の心配ごとなどの相談･

支援等を行っています。

　住民を対象とした弁護士による無料法律相

談を２か月に１回開催しています。
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高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 高齢者タクシー利用助成

…健康保険課… …健康保険課…10,572千円 7,500千円

　財源：その他 10,319千円 町 253千円 　財源：町 7,500千円

緊急通報装置の設置支援
地域包括支援センターの運営

…健康保険課…
…健康保険課… 4,758千円

21,845千円
　財源：町 4,758千円

　財源：国 9,084千円 県 4,206千円 町 8,555千円

ねたきり老人等おむつ支給

…健康保険課… 敬老イベント補助事業
2,880千円

…健康保険課…
　財源：町 2,880千円 1,933千円

　財源：町 1,933千円

　地域包括支援センターは、おおむね６５歳

以上の人の日常生活に関する相談を受け、町

や地域の関係機関と連携を図りながら専門員

がアドバイスを行います。運営は、社会福祉

法人に委託しています。

　在宅で寝たきりや認知症で、常時失禁状態

が続きおむつが必要な人に対して、毎月、一

定量の紙おむつや尿とりパットを給付してい

ます。要介護認定４・５の人及び医師の証明

のある人などが対象です。

　７５歳以上の在宅高齢者のみの世帯のうち、

自動車等を所持していない人などに対して、

タクシーの初乗り運賃を助成する割引証を月

あたり４枚交付しています。

　また、日中に高齢者のみとなる世帯の人に

対しては、 割引証を月あたり２枚交付して

います。

　６５歳以上の一人暮らし高齢者または６５

歳以上の高齢者のみの世帯で、日常生活上の

注意を要する状態にある人に対し、緊急通報

装置を設置し、緊急事態に対する不安の解消、

日常生活の安全確保等適切な情報管理を支援

しています。

　高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ

細かな支援を実施するため、医療専門員を配

置し、高齢者に対する個別的支援（ハイリス

クアプローチ）と通いの場等への積極的な関

与等（ポピュレーションアプローチ）を組み

合わせて実施することにより、地域の健康課

題の把握、事業対象者の抽出、事業の企画・

調整等を行っていきます。

　

　各地域で敬老イベントを実施する団体に対

して、経費の一部を補助しています。
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　障がい者（児）福祉の推進 自立支援医療費の助成

…町民福祉課…身障者福祉タクシー利用助成 19,120千円

…町民福祉課…
　財源：国 9,538千円 県 4,769千円 町 4,813千円

2,336千円

　財源：町 2,336千円

介護給付・訓練等の給付 障がいのある児童への支援

…町民福祉課… …町民福祉課…373,165千円 60,154千円
　財源：国 186,578千円 県 93,289千円 
　　　　町 93,298千円

　財源：国 29,974千円 県 14,987千円
　　　　町 15,193千円

補装具の支給

…町民福祉課… 6,595千円

　財源：国 3,297千円 県 1,648千円 町 1,650千円

　施設サービス、居宅サービスを問わず様々

なサービスの組み合わせを選択できるよう、

申請に基づき、利用目的にあったサービスを

提供しています。日常生活の支援を受けるこ

とができる介護給付や、身体能力向上のため

の訓練や就職に必要な知識や技術を身につけ

る訓練等給付として必要な費用を支給してい

ます。

　障がい者（児）の身体機能を補完・代替す

るための補装具の費用を給付し、日常生活能

力の改善を支援しています。

　障がいのある人の手術費や機能障がいの軽 

減・改善のために必要となる医療費の一部を

助成しています。また、身体に障がいのある

児童又は医療を行わないと将来障がいを残す

と認められる児童で、確実な治療の効果が期

待できる場合も助成対象となります。

　障がいのある児童に対する身近な地域での

支援を充実させるため、通所支援を行ってい

ます。

■障害児相談支援

　障がい児又はその保護者の支援の利用に関

する意向その他事情を勘案し、サービス等の

利用計画案の作成や通所給付決定後、サービ

ス事業者等との連絡調整を行っています。

■児童発達支援

　児童発達支援センター等の施設で日常生活

における基本的な動作の指導、知識技能の付

与、集団生活への適応訓練等を行っています。

■放課後等デイサービス

　学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学し

ている障がいのある児童に、授業の終了後又

は休業日に児童発達支援センター等の施設で、

生活能力の向上のために必要な訓練を行い、

社会との交流を促進しています。

　身体障害者手帳１級～３級所持者、療育手

帳Ａ、Ｂ所持者、精神障害者保健福祉手帳１

級～３級所持者で、在宅で生活している人に

対して、タクシーの初乗り運賃を助成する割

引証を月あたり４枚交付しています。
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　健康づくりの推進 　地域医療・救急医療体制の充実

拡 予防接種の実施 休日夜間応急診療所の運営

…健康保険課… …健康保険課…74,758千円 5,034千円

　財源：国 1千円 町 74,757千円 　財源：町 5,034千円

拡 医療提供体制の支援（産科医師等）

…健康保険課… 7,122千円

　財源：町 7,122千円

　公的医療保険の安定運営

がん検診の実施 国民健康保険事業の安定的な運営

…健康保険課… …健康保険課…14,860千円 1,733,886千円

　財源：国 57千円 町 14,803千円 　財源：県 1,336,204千円 その他 5,161千円
        町 392,521千円 

　感染症の発生や流行を予防するため、予防

接種（定期）を実施しています

　なお、７年度から帯状疱疹ワクチン接種が

定期接種となります。

○乳幼児・児童

　・ ５種混合 ・２種混合 ・麻しん、風しん

　・ 日本脳炎 ・ＢＣＧ　

　・ 小児肺炎球菌　・水痘　・Ｂ型肝炎

　・ ロタウイルス

○高齢者等

　・ インフルエンザ

　・ 肺炎球菌

　・ 新型コロナウイルスワクチン

　　（６５歳以上又は６０～６４歳で重症化

　　　リスクの高い人）

　拡 帯状疱疹ワクチン

○その他

　・ 子宮頸がん

　４０歳以上を対象にがん検診を実施してい

ます(子宮頸がんについては２０歳から対象)。

検診の受診を促進して早期発見、早期治療に

つなげます。

・胃がん検診　・子宮頸がん検診　

・乳がん検診　・大腸がん検診　

・肺がん検診　・前立腺がん検診

　休日夜間応急診療所は、平日夜間や休日昼

間等における応急処置的な医療や入院加療を

必要としない軽症患者等に対応するために設

置しています。田布施町、柳井市、上関町、

平生町の１市３町で運営しています。

　国民健康保険については、被保険者が安心

して医療を受けられるよう、山口県と共に適

正な運営を行っています。また、医療給付費

が高額にならないよう、特定健康診査や特定

保健指導などに力を入れ、医療費の抑制に取

り組んでいます。

　

　周東総合病院が産科医師及び小児科医師を

雇用する経費の一部を、関係する１市４町(田

布施町、柳井市、周防大島町、上関町、平生

町)で支援しています。

　なお、７年度から補助率を引き上げて支援

します。
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Ⅲ いのちと生活を守るまちづくり

　消防力の強化 　防災・減災施策の強化

拡 消防団員報酬 新 麻里府防災広場整備事業

…総務課… …総務課…12,424千円 60,532千円

　財源：町 12,424千円 　財源：町 60,532千円（うち町債 54,600千円）

消防防災用品の整備

…総務課… 3,967千円

　財源：国 337千円 その他 2,558千円
        町 1,072千円

自主防災組織等育成事業

…総務課… 1,774千円

　財源：その他 1,500千円 町 274千円

光地区消防組合運営負担金

…総務課… 286,802千円

　財源：町 286,802千円
防災行政無線の再整備

…総務課… 3,979千円

　財源：町 3,979千円（うち町債 2,900千円）

　消防・救急事業は、田布施町、周南市、光

市の２市１町で構成する一部事務組合で運営

しており、負担金を支出しています。消防施

設の維持管理や職員の給与などに充てられて

います。

　なお、７年度には、平田地区に移転する中

央消防署東出張所の建設工事が完了する予定

です。

　全国的な消防団員の減少による地域防災力

の低下が懸念されるなか、消防団員の処遇改

善が求められていることから、部長(12人)・

班長(12人)・団員(151人)の年額報酬及び火災

出動報酬の引上げを行います。

　尾津中・尾津東地区の国道と海の間に位置

する区域内の町道は、道幅が狭く、地震によ

る建物倒壊や津波を想定した場合、避難路が

塞がれる可能性があります。そのため、区域

の中心に防災広場を整備し、緊急時に地域住

民が安全に避難できる場所と新麻里府公民館

への避難ルートを確保します。

　町のＪアラート（全国瞬時警報システム）

の受信機を更新し、災害時の連絡手段を確保

します。

　各分団等に消防防災用品を計画的に整備し

ます。

　・ 多機能ノズル＜放水用＞

　・ 投光器及び付属部品

　・ ＩＰ携帯型無線機

　・ 踏み抜き防止板入り安全長靴

　・ ホースバッグ　等　

　町内では城南、麻郷、東、西、麻里府の町

内全ての地域で自主防災組織が活動しており、

活動経費の一部を補助しています。

　７年度は、防災用備品を整備する経費に対

しての補助も行います。

-16-



避難行動要支援者対策 民間住宅の耐震化促進

…総務課… …建設課…325千円 1,276千円

　財源：町 325千円 　財源：国 638千円 県 319千円 町 319千円

拡 たぶせメール・公式ＬＩＮＥの配信等

…総務課・企画財政課…
1,777千円 　消費者保護の強化

　財源：町 1,777千円
柳井広域消費生活センター

…経済課… 1,601千円

　財源：町 1,601千円

　災害に強いまちづくりの推進
　交通安全対策の強化

尾津漁港海岸保全事業
交通安全施設の整備

…経済課… 43,190千円 …総務課・建設課… 2,211千円
　財源：国 17,500千円 県 5,950千円 
　　　　町 19,740千円（うち町債 10,300千円） 　財源：町 2,211千円

　交通事故を減少させるため、幹線道路や通

学路の交差点を中心に、カーブミラーの更新

や区画線の引き直し等を行います。

　改正前の建築基準法により建てられた木造

住宅について、希望者に無料で耐震診断を行

い、耐震改修を行った人に対してその費用の

一部を補助しています。

　「たぶせメール」の利用登録者に気象情報

や防災・防犯情報、イベント情報、子ども・

子育て応援情報などをメールでお知らせして

います。

　また、「田布施町ＬＩＮＥ公式アカウン

ト」の友達登録者に防災情報や避難所検索、

ごみ出し、子育て情報などを配信しており、

住民票の写しなどの発行予約受付も予定して

います。

　台風、高潮、高波浪等から尾津漁港（別府

地区）背後地の人命・財産を防護するため、

胸壁等の新設を計画的に行っています。

　７年度は、調整港背面への陸閘設置工事等

を行います。

　

　消費生活に関する専門的な相談窓口業務を

行うとともに消費に関わる情報提供等に努め

ています。１市４町（田布施町、柳井市、周

防大島町、上関町、平生町）で連携して業務

を行い、効率化と拡充を図っています。

　ひとり暮らしの高齢者や障がいのある人な

どが円滑に避難するための「個別避難計画」

と、社会福祉施設や病院・学校等の要配慮者

利用施設における「避難確保計画」の策定に

向け、関係機関等と協議し、取り組みます。
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Ⅳ 美しくて暮らしやすいまちづくり

　環境にやさしい社会の形成 可燃ごみ・し尿の処理等

…町民福祉課…新 公共施設ＬＥＤ更新事業 286,913千円

…総務課…
　財源：町 286,913千円（うち町債 123,300千円） 

12,611千円

　財源：町 12,611千円

美しいまちづくりの推進

…町民福祉課… 3,275千円 　安全な水の安定供給

　財源：県 39千円 町 3,236千円
新 水道用水の供給（広域化）

…町民福祉課… 131,833千円
　財源：県 2,771千円 その他 26,760千円 
　　　　町 102,302千円

不燃ごみ・資源ごみの処理等

…町民福祉課… 101,929千円

　財源：町 101,929千円

　美しいまちづくり推進条例の目的である、

行政、町民、民間企業の関係者がそれぞれの

責任を自覚し、互いに協力し合って、美しく

て魅力のある田布施を実現するため、環境美

化活動を実施しています。

　可燃ごみは、田布施町、柳井市、平生町、

上関町で構成する周東環境衛生組合「清掃セ

ンター」で焼却処理し、し尿は、田布施町、

柳井市、岩国市、平生町、上関町で構成する

周東環境衛生組合「衛生センター」で処理し

ています。両センターの運営費と改修費用を

負担しています。

　また、清掃センターの新ごみ処理施設建設

に向けた基金の積立に対しても負担をしてい

ます。

　田布施町と平生町で構成する熊南総合事務

組合で不燃ごみ、資源ごみの処理及び斎苑の

管理をしており、運営費を負担しています。

　７年４月１日から、柳井市、周防大島町、

上関町、田布施・平生水道企業団の水道事業

と柳井地域広域水道企業団の水道用水供給事

業が「柳井地域広域水道企業団」へ経営統合

します。

　安全でおいしい水を安定的に供給できるよ

う、柳井地域広域水道企業団の経営費用の一

部を構成団体で負担します。

　地球温暖化実行計画に基づく温室効果ガス

排出量の削減のため、また、一般照明用の蛍

光ランプの製造・輸出入の段階的な廃止に伴

い、公共施設の照明を蛍光灯からＬＥＤに更

新します。

　なお、導入費用の平準化やトータルコスト

削減の観点から、ファイナンスリース方式に

より実施します。
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　生活排水対策などの推進 新 橋梁の点検

…建設課…公共下水道の管理・整備 55,000千円

…建設課…
　財源：国 30,406千円 町 24,594千円

298,234千円

　財源：町 298,234千円

　公共交通の維持

拡 地域公共交通計画実施事業

…経済課… 17,532千円

合併浄化槽の設置助成 　財源：国 6,558千円 町 10,974千円

…町民福祉課… 8,292千円

　財源：国 2,350千円 町 5,942千円

　道路の整備

地域バス路線対策
町道・橋梁の整備

…経済課…
…建設課… 5,675千円

33,758千円
　財源：町 5,675千円

　財源：国 16,422千円 
　　　　町 17,336千円（うち町債 12,600千円）

　橋梁長寿命化計画に基づき、橋梁の点検と

補修対策を計画的に進め、安全性を長期的に

維持するとともに経費の軽減を図っています。

　７年度は、町道にかかる全橋梁の点検を実

施します。

　日常生活の利便性と安全性を高めるため、

道路・橋梁の整備を行っています。

　７年度は、町道上定井手線改良工事、町道

金町線改良工事などを実施します。

　公共下水道の早期整備が見込まれない地域

において、合併処理浄化槽（５人槽、７人槽、

10人槽）の設置費用の一部を補助しています。

　

　町内を通るバス路線のうち５路線を地域バ

ス路線として、岩国市、柳井市と共同で防長

交通株式会社に運行を委託し、防長交通株式

会社が運行する国道１８８号線のバス路線の

うち、１路線を周南市、下松市、光市、柳井

市、平生町とともに支援しています。

　公衆衛生の向上、公共用水域の水質の保全

等のため、下水道の適切な管理と整備を行っ

ています。

　７年度は、中央雨水２号幹線、平田川雨水

１号幹線及び浜城雨水枝線の管渠整備を実施

します。

　また、雨水出水浸水想定区域図（中央・波

野排水区）を作成します。

　地域公共交通の維持のため、地域公共交通

計画に基づき、予約型定額乗合タクシー「の

りーね」の実証事業を今年２月から実施して

います。

　今後、実証事業の効果を検証し、本格事業

化につなげていきます。
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Ⅴ 心豊かに輝けるまちづくり

　社会教育施策の充実 図書の充実と子どもの読書活動の推進

…社会教育課…拡 麻里府公民館の整備 3,367千円

…社会教育課…
　財源：町 3,367千円

10,846千円

　財源：町 10,846千円

　文化の承継と振興

文化財等の保護

…社会教育課… 　地域コミュニティの活性化と担い手づくり
26,323千円

　財源：国 22,570千円 町 3,753千円 コミュニティ活動の支援

…総務課… 7,748千円

　財源：町 7,748千円

町史の編修 　人権施策の推進

…社会教育課… 5,872千円 拡 人権啓発イベントの開催

　財源：町 5,872千円
…社会教育課… 1,149千円

　財源：県 1,138千円 町 11千円　地域の歴史や文化の中に町民が未来へ続く

希望あふれるまちづくりの正しい指針を見出

せるよう、平成時代の町の歴史を後世に伝え

ていくことを目的として、田布施町史（平成

版）を編修しており、７年度に発刊します。

　国営ほ場整備事業の予定地で行われた発掘

調査の結果について、報告書の作成を行って

います。また、開発等で行われる緊急調査に

備え、事業の円滑な推進と文化財保護との調

整を図っています。

　移転整備する麻里府公民館の通信設備や施

設備品等を整備します。

　なお、７年度、新麻里府公民館が完成予定

です。

　図書館が情報・学習の拠点となり、読書に

よる教養の増進が図れるよう、計画的に良書

を購入するとともに、「本が買える図書館」

の仕組みづくりを計画しています。

　また、小さい頃から読書に興味をもっても

らうため、ブックスタートとして、０歳児の

保護者に絵本を贈呈し、セカンドブックとし

て、３歳児に絵本とカルタを贈呈しています。

　地域における環境美化活動、ボランティア

活動、親睦活動、生涯学習などの様々なコミ

ュニティ活動をする自治会を支援しています。

　人権意識の高揚と人権感覚の醸成を図り、

一人ひとりが大切にされるまちづくり推進す

るため、人権啓発イベントを開催しています。

　７年度は、山口地方法務局周南支局管内の

３市３町による「人権のつどい」を「人権教

育推進大会」と同時開催で実施します。
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Ⅵ にぎやかで活力のあるまちづくり

　農林業の振興 多面的機能支払交付金事業

…経済課…新規就農者育成等事業 29,720千円

…経済課…
　財源：県 22,339千円 町 7,381千円

13,597千円

　財源：県 7,796千円 町 5,801千円

民有林造林保育事業

…経済課… 1,202千円

　財源：町 1,202千円

中山間地域整備の支援

…経済課… 16,240千円

　財源：県 11,975千円 町 4,265千円 　水産業の振興

尾津漁港機能保全事業

…経済課… 11,648千円

　財源：町 11,648千円

　中山間地の農地には、洪水の防止、土壌

の侵食や崩壊防止など多くの機能がありま

す。これらの機能を保つため、傾斜により

経営効率が悪い中山間地域の集落が共同で

行う、農用地の草刈や水路補修などの維持

管理活動に対して助成しています。

　農業・農村の有する国土保全、自然環境保

全といった多面的機能の維持・発揮を図るた

め、水路・農道等の地域資源の保全又は質的

向上に資する地域の共同活動に対して支援を

行っています。

　森林の整備及びそれを促進する施策として、

森林環境基金を活用し、民有林造林保育事業

における保育間伐にかかる経費を補助してい

ます。

　農業人材の育成と定着を図るため、認定新

規就農者等に対する支援を行っています。　

■経営開始資金

　認定新規就農者に対する経営資金の支援

■農地確保支援

　認定新規就農者が借り受ける農用地の賃借

料を支援

■新規就農者受入支援

　認定新規就農者を受け入れた集落営農法人

等に対し、機械・施設等の整備費を支援

　長寿命化計画に基いて、尾津漁港施設 (別

府地区、馬島地区)の機能保全を図っています。

　７年度は、馬島地区において、浮桟橋の老

朽化に伴う緊急の調査設計を実施します。
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　商業の振興 空き家改修・引越し事業

…経済課…空き店舗等活用事業 1,200千円

…経済課…
　財源：町 1,200千円

1,000千円

　財源：町 1,000千円

　観光の振興と交流人口の拡大

　雇用の創造・拡大
のんびらんど・うましまの運営

サテライトオフィス誘致推進事業 …経済課… 4,524千円
…企画財政課… 6,400千円 　財源：町 4,524千円

　財源：県 3,200千円 町 3,200千円

地域おこし協力隊事業

…経済課… 10,521千円

　移住・定住の促進 　財源：町 10,521千円

親元近居・子育て住まいる支援

…企画財政課… 6,350千円

　財源：町 6,350千円

　世代間の支え合いを促進するため、町内に

住宅を取得し、親元同居または近居する子世

帯を支援しています。また、町内に住宅を取

得する子育て世帯を支援しています（子育て

住まいる支援）。

　

　空き家バンクに一定期間登録がある空き家

等の改修費・売却費及び家財道具の移動費の

一部を補助しています。

　指定管理者制度により、馬島自治会が馬島

に整備したキャンプ施設等（のんびらんど・

うましま）を管理運営しています。

　町内に企業等がサテライトオフィスを開設

する際、開設費用等(通信回線料、不動産賃

借料、施設改修費等)の一部を補助していま

す。　

　また、新規に地元雇用をする場合、その費

用の一部を補助しています。

　

　地域おこし協力隊員を配置し、地域の情報

を発信するとともに、各種団体と連携して様

々な事業を行っています。

　７年度は３つのメニュー（地域活性化コン

シェルジュ、アグリチャレンジ隊員、イチジ

クアンバサダー）での募集を予定しています。

　町内にある空き店舗等を活用して開業する

場合、改修費及び機械設備費の一部を補助し

ています。
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Ⅶ 計画の推進に向けて

　効率的で効果的な行政運営 新 合併７０周年記念事業

…企画財政課…新 たぶせ未来戦略（仮称）の策定 3,145千円

…企画財政課…
　財源：町 3,145千円

1,155千円

　財源：町 1,155千円

ゆめはな開花プロジェクト推進事業

…企画財政課… 7,816千円

　財源：町 7,816千円

新 情報システムの標準化・共通化

…企画財政課… 284,922千円

　財源：国 226,928千円 町 57,994千円

田布施倶楽部事業

…企画財政課… 1,393千円

　財源：その他 622千円 町 771千円

新 国勢調査

…企画財政課… 9,191千円

　財源：県 8,431千円 町 760千円

　５年に一度の国勢調査が行われます。調査

から得られる様々な統計は、町の行政運営に

も利用され、町民の生活に役立てられます。

　７年度で計画期間が終了する「第６次田布

施町総合計画」及び「第３期田布施町まち・

ひと・しごと創生総合戦略」の次期計画とし

て、双方を統合し、新たな「たぶせ未来戦略

（仮称）」を策定します。

　田布施町の魅力を全国に広く発信するとと

もに、さまざまな情報交流ネットワークの構

築を図っています。

　７年度は、町のマスコットキャラクター

「たぶちゃん」のぬいぐるみの追加制作と販

売を予定しています。

　国は、自治体情報システムの標準化・共通

化により、人的・財政的な負担を軽減し、オ

ンライン申請等を全国に普及させるためのデ

ジタル化の基盤を構築するとしています。

　本町では、８年１月から、ガバメントクラ

ウドを活用した標準準拠システムへ移行する

予定です。

　合併７０周年を記念したイベントの開催や

イベントを開催する団体への経費の助成など

を行います。

　山口ゆめ花博で得られた様々な成果を活か

して、地域の活性化を図っています。

　７年度も、音楽を中心としたステージ発表

がメインのイベント「たぶせの秋 岸辺のス

テージ」と「３×３バスケットボール大会」

を開催する予定です。
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■　歳入歳出分析

歳 入 （財 源 別） （単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

町税 1,793,572 25.3 1,732,570 24.1 61,002 3.5 

地方交付税 2,330,000 32.9 2,280,000 31.6 50,000 2.2 

町債（臨時財政対策債） 0 0.0 13,000 0.2 ▲ 13,000 皆減 

地方譲与税 58,684 0.8 58,168 0.8 516 0.9 

利子割交付金 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0 

配当割交付金 10,000 0.2 9,000 0.1 1,000 11.1 

株式等譲渡所得割交付金 10,000 0.2 7,000 0.1 3,000 42.9 

法人事業税交付金 23,000 0.3 22,000 0.3 1,000 4.5 

地方消費税交付金 350,000 4.9 300,000 4.2 50,000 16.7 

環境性能割交付金 8,000 0.1 6,000 0.1 2,000 33.3 

地方特例交付金 18,500 0.3 16,500 0.2 2,000 12.1 

交通安全対策特別交付金 917 0.0 952 0.0 ▲ 35 ▲ 3.7 

国庫支出金 19,800 0.3 0 0.0 19,800 皆増 

県支出金 9,908 0.1 0 0.0 9,908 皆増 

財産収入・寄附金 70,055 1.0 60,445 0.8 9,610 15.9 

繰入金（財政基金・減債基金） 187,319 2.6 172,000 2.4 15,319 8.9 

繰越金 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0 

その他 48,307 0.7 49,369 0.8 ▲ 1,062 ▲ 2.2 

一般財源 計 4,949,062 69.8 4,738,004 65.8 211,058 4.5 

国庫支出金 1,137,956 16.0 680,380 9.4 457,576 67.3 

県支出金 528,029 7.5 498,336 6.9 29,693 6.0 

分担金・負担金 71,633 1.0 204,523 2.8 ▲ 132,890 ▲ 65.0 

使用料・手数料 56,619 0.8 56,141 0.8 478 0.9 

繰入金（その他基金） 2,431 0.0 4,872 0.1 ▲ 2,441 ▲ 50.1 

諸収入 65,651 0.9 63,548 0.9 2,103 3.3 

町債（臨時財政対策債を除く） 281,000 4.0 958,100 13.3 ▲ 677,100 ▲ 70.7 

その他 1,619 0.0 1,096 0.0 523 47.7 

特定財源 計 2,144,938 30.2 2,466,996 34.2 ▲ 322,058 ▲ 13.1 

合　　計 7,094,000 100.0 7,205,000 100.0 ▲ 111,000 ▲ 1.5 

歳 出　（目 的 別） （単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

議 会 費 72,640 1.0 73,516 1.0 ▲ 876 ▲ 1.2 

総 務 費 1,412,093 19.9 934,483 13.0 477,610 51.1 

民 生 費 2,352,887 33.2 2,222,712 30.8 130,175 5.9 

衛 生 費 746,995 10.5 680,904 9.5 66,091 9.7 

労 働 費 3,744 0.1 3,754 0.1 ▲ 10 ▲ 0.3 

農 林 水 産 業 費 232,163 3.3 225,913 3.1 6,250 2.8 

商 工 費 99,255 1.4 89,791 1.2 9,464 10.5 

土 木 費 673,535 9.5 637,869 8.9 35,666 5.6 

消 防 費 330,759 4.7 316,787 4.4 13,972 4.4 

教 育 費 597,487 8.3 1,425,039 19.7 ▲ 827,552 ▲ 58.1 

災 害 復 旧 費 13,435 0.2 13,142 0.2 293 2.2 

公 債 費 543,933 7.7 566,088 7.9 ▲ 22,155 ▲ 3.9 

諸 支 出 金 74 0.0 2 0.0 72 3600.0 

予 備 費 15,000 0.2 15,000 0.2 0 0.0 

合    計 7,094,000 100.0 7,205,000 100.0 ▲ 111,000 ▲ 1.5 

令和７年度 令和６年度 比　較

令和７年度 令和６年度 比　較

区　　分

区　　分
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